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第１章 戦略的提携の特質と動向

１－１ 戦略的提携の意義と特質

バブル経済の崩壊後，日本の産業競争力が

長い間低迷してきた原因として，不良債権問

題への対応の遅れによる国内経済の長期低迷

が指摘されることが多い。他方で，製造業等

を始めとした産業の競争ルールが大きく変化

したことも大きな原因として指摘できよう。

競争のグローバル化，アジア系企業の台頭，

情報技術の急速な進展等，産業の競争ルール

の変化によって，企業の戦略的行動に大きな

変化が迫られている。

こうした状況において，企業が単独で持続

的な競争優位を確立・維持することは非常に

難しくなってきていることは指摘するまでも

ないであろう。今日，国境を越えた戦略的提

携や業種を超えた戦略的提携は，ごく一般的

になってきている。このことは，競争優位を

効果的に確立・維持する一つの手段として，

他企業との戦略的提携がますます活用される

ようになってきていることを意味する。後で

検討するように，慶応大学が行った『COEプ

ロジェクト』のアンケート調査結果では，戦

略的提携を主たる戦略として実践する企業は

60％を超える。企業はコスト削減の手段とし

て戦略的提携を活用する場合もあるが，それ

以上に自社に欠落した技術の補完やパート

ナー企業とのシナジー創出を目的として，戦

略的提携を活用する傾向が出てきている。こ

の意味では，今日の企業はより積極的な戦略

オプションとして戦略的提携を活用するよう

になってきているといえよう。

しかしながら，現実の戦略的提携のケース

を見る限り，その成功率はそれほど高くない

のが現状である。戦略的提携の成否をどのよ

うに定義するかは，それぞれの企業によって

異なる。例えば，「パートナーとの協力を通じ

て新たな価値の創出を達成したか」，「パート

ナーから重要なスキルやノウハウ等を獲得し

たか」，「戦略的提携を形成することで資本コ

ストを上回るリターンを上げたか」，「業界に

おいて当該企業のポジションが高まったか」

等，様々なものがあろう。次節でみるように，

本稿では，主に学習アプローチによる戦略的
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提携を検討していく。そのため，上記の中で

も「パートナーから重要なスキルやノウハウ

等を獲得したか」，「パートナーとの協力を通

じて新たな価値の創出を達成したか」という

点が提携関係を形成する重要な目的として捉

えることにする。戦略的提携を形成する主要

目的を上記のこととするならば，当然ながら，

パートナー間における学習がスムーズに実現

可能な状況を考慮するべきであろう。この点

を踏まえると，戦略的提携を形成することで

最大限の成果を引き出すためには，提携マネ

ジメント及びそのプロセスに目を向ける必要

がある。本稿では，提携マネジメントの一つ

の要因として，提携マネジャーの役割・機能

及びその育成に関わる問題に注目することに

したい。

以下，次のような流れで議論を展開したい。

本稿の前半では，戦略的提携の意義と特質を

とらえた上で，慶應義塾大学が2004年度に

行った『COEプロジェクト』のアンケート調

査をもとに，近年の戦略的提携の動向を概観

する。次いで，学習アプローチの立場から戦

略的提携の成功要因の１つとしてリエゾンの

役割に注目して議論を展開する。さらに，慶

応義塾大学十川研究室が行った『「新時代の企

業行動― 継続と変化」に関するアンケート

調査⑵』をもとに，リエゾンと戦略的提携の

関係を検討する。後半では，リエゾンとして

の提携マネジャーの機能と役割を明らかにす

るとともに，その育成に関わる基本的要因に

注目する。最終的な本稿の目的は，提携マネ

ジャーの育成プロセスを解明する上で重要と

なる基本的要因を提示することにある。

ところで，本稿のキーワードの一つである

戦略的提携という言葉は，1980年代以降，頻

繁に使われるようになった。しかしながら，

未だにその特質等の点で研究者の間では統一

的な見解が出ていないのが現状であ
(1)

る。一般

に，提携は，M&Aと市場取引の中間に位置

し，企業間における結びつきが緩やかな関係

として理解されている。より具体的にいえば，

提携は，内部開発，合併，対等取引のいずれ

かによっても取得できない利益の扉をあける

ことができる場合にのみ採用され
(2)

る。Porter
 

and Fuller（1986）によれば，従来型の提携は

競合企業との直接的な競争を意図しない地域

で市場にアクセスするとか，単なる技術移転

のための提携関係などであったため，戦術的

なものであったという。近年の提携関係は，

グローバルな競争に勝つために大手競争業者

同士が提携することにより，戦略性をいっそ

う高めつつあると指摘す
(3)

る。近年の提携の特

質には，以下のものがあ
(4)

る。

①互いに競争関係にある大企業同士の間で形

成されている。

②新たな製品や技術を生み出すことを大きな

目的としている。

③パートナーは互いに対等な関係にある。

④周辺的な事業分野だけではなく，互いのコ

ア事業分野で協力している。

本稿では，上記の特質を有する企業間提携

を戦略的提携として捉えるが，こうした特質

を有する戦略的提携をどのように定義するべ

きであろうか。慶應義塾大学が行ったプロ

ジェクトの中間報告
(5)

書では，次のように戦略

的提携を定義している。

戦略的提携とは，新たな価値の創造（新製品・

新事業開発やコスト削減）のために外部企業

との関係を構築するものであり，企業の将来

に大きな影響を与える企業間関係を指
(6)

す。

上記の定義を考察する上で，「新たな価値の

創造」と「企業の将来に大きな影響を与える」

の２つのキーワードに絞って検討することに

したい。

まずは，「新たな価値の創造」についてみて

いくことにしよう。新たな価値の創造とは，
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上記②の要件を指す。すなわち，戦略的提携

を形成して，各パートナーの保有する技術ノ

ウハウやスキルを融合し，新技術や新製品，

新事業を生み出すことを意味する。今日，技

術の複雑化に伴い，新たな価値を創造するた

めには様々な技術スキルやノウハウの融合が

必要である。この点を考慮すれば，戦略的提

携が企業の戦略オプションとして必要不可欠

になっていることが理解されよう。こうした

意味で戦略的提携は，新たな価値を創造する

という目的を達成するための究極のレバレッ

ジといえる。この際，パートナー間の学習が

重要となることから，互いに主従関係にある

のではなく，対等な立場での密度の高いコ

ミュニケーションが求められる（要件③）。さ

らに，各パートナーの活動を１つに集中する

ことで，規模の経済や範囲の経済を達成する

ことが可能となり，別々にそれらの活動を行

う場合に比べて，コストを大幅に低下させる

ことができる。また，コストを大幅に低下さ

せることはリスク分散にも結びつく。それは，

どちらかのパートナーが，活動に関わる全て

の費用を負担したり，全ての活動を自前で行

うわけではないため，事業上の費用のみなら

ず，新たな取り組みの際に生じ得るリスクに

ついても，パートナー間で分散させることが

できるためである。

次に，「企業の将来に大きな影響を与える」

とは，戦略的提携がまさに「戦略的」たる所

以と関連する。この点は，①の要件に当ては

まるものであるが，先のPorter and Fuller

（1986）の指摘にもあるように，大手企業同士

の間で提携関係が形成されるだけではなく，

それが互いに競争相手同士の間で結ばれると

いうことでもある。こうした状況では，競争

相手の行動に配慮した戦略的行動が求められ

る。互いに競争関係にある大手同士の提携関

係については，近年の自動車産業等の例を見

れば明らかであろう。さらに，今日の戦略的

提携の多くが，技術の補完的利用や第３の技

術の開発を目的としており，より長期的な視

点に立った戦略的提携の活用が目立っている

ことも，戦略的提携が「戦略的」たる所以に

なっている。当然ながら，この時，互いの周

辺的な技術や事業分野を活用した提携関係だ

けではなく，当該企業のコアとなる技術や事

業における提携関係が形成される（要件④）。

この点では，戦略的提携はパートナーと互い

のコアを補完・融合させることで新技術開発

や新事業開発を目的とするものであり，パー

トナー相互の組織間学習を伴なう活動である

といえる。

さて，ここでより詳細に戦略的提携の特質

をみるために，Kanter（1994）の研究を検討

しよう。Kanter（1994）は，戦略的提携を形

成している企業の経営者やスタッフに対する

500回以上にも及ぶインタビュー調査から，

戦略的提携の３つの側面を導き出してい
(7)

る。

以下，彼女の指摘を簡潔に要約したい。

①戦略的提携はパートナーに利益をもたらす

ものでなければならないが，それは単なる

取引（just the deal）以上のものである。

②究極的に成功したと思える戦略的提携は，

単なる取引（mere exchange）ではなく，

コラボレーション（collaboration）になる

ものである。

③戦略的提携は，形式的なシステムによって

コントロールされ得るものではなく，緊密

な人的なつながりと学習を高める内的基盤

（internal infrastructures）を必要とする。

Kanter（1994）の指摘にもあるように，戦

略的提携はパートナーの持つ潜在的な可能性

によって，生き物のように進化するものであ

り，発展性がある企業間関係である。戦略的

提携を形成した当初の目的から，より発展的

な目的を再設定することで，パートナーに

とってより意義のある関係に発展する可能性

がある。また，パートナーとの関係をより深

提携マネジャーの役割とその育成プロセスについて

― ―39



め，発展させるためには，緊密な人的交流の

みならず人的融合等による組織間学習が促進

され得る基盤がなければならない。このよう

に，企業の主たる戦略として戦略的提携を効

果的に活用していくためには，経済的取引の

側面のみを考慮するだけではなく，人的側面

に配慮し，相互の信頼関係を醸成することで，

パートナー間による組織間学習が促進される

必要がある。こうした点について，Pucik

（1995）は，強力な戦略的提携は，相互の学習

プロセスに焦点を絞っていると指摘す
(8)

る。す

なわち，パートナーのモニタリングとコント

ロールといった消極的な側面に価値ある資源

を費やすだけでは不十分であり，パートナー

間の信頼を醸成することによって，コラボ

レーションの成長に集中することで，両パー

トナーにとって望ましい成果が生まれる。こ

の点を考慮するならば，組織間学習がスムー

ズに行われるためには，重要なインフラ要因

の１つとして，コラボレートするパートナー

に学習能力が備わっていなければならないこ

とにな
(9)

る。併せて，学習を重視した戦略的提

携では，両パートナーは組織間学習のプロセ

スについても重大な関心を払う必要がある。

上記の事柄は，戦略的提携には既存のマネジ

メントとは異なる提携特有のマネジメントが

必要になることを意味してい
(10)

る。本稿では，

提携マネジメントに関わる要因の１つとして

リエゾンとしての提携マネジャーにフォーカ

スをあてて検討する。この点については，第

２章以降で検討することにする。

１－２ 戦略的提携の動
(11)

向

本節では，現在の戦略的提携の動向を把握

することにしたい。ここでは２つの観点から

の調査結果を検討する。一つは，「戦略的提携

の積極度」についてであり，もう一つは「戦

略的提携の目的（コスト，技術補完，相乗効

果）」についてである。まず，戦略的提携の積

極度についてアンケート調査を行っ
(12)

た（図表

１）。

アンケート結果から，戦略的提携は企業の

戦略オプションとしてますます重要になって

きていることが明らかとなった。特に，近年

では，提携パートナーについても同業種・異

業種企業やサプライヤーだけではなく様々な

研究機関等，幅広いパートナーが存在してい

る。今回の調査対象企業のうち，「戦略的提携

を行っている」と回答した企業は累計で

61.1％，「行っていない」と回答した企業は

38.9％という結果となった。このうち戦略的

提携の取り組みの程度について，「比較的積極

的である」と回答した企業は累計で全体の

51.3％となっており，回答企業の約半数以上

が戦略的提携に積極的に取り組んでいる状況

が伺えた。併せて，本設問項目と「戦略的提

携の目的実現の程度」との間に高い相関関係

もみられた（相関係数0.46）。

他方で，「戦略的提携は行っていない」と回

答した企業が，全体の38.9％であったことに

ついても注目しなければならないであろう。

この理由については様々なことが考えられる

が，次の２点が主な理由としてあげられる。

まず第１に，戦略的提携を形成することで生

じる「提携に関わる内容以外の当該企業の重

要情報が流出するリスク」である。この場合，

回答企業の半数以上が，戦略的提携を形成す

る場合の強みを「技術開発力」であるとして

いることを検討材料に含めるならば，当該企

図表１：戦略的提携への積極度（N＝193)

(資料）十川他（2005a)
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業が意図しない形で技術開発力等の重要情報

が流出するリスクの回避が，戦略的提携を行

わない理由の１つとして考えることができ

る。第２に，「意思決定における自由度が著し

く制限されること」である。戦略的提携は外

部組織との協調プロセスであるため，あらゆ

る行動がパートナーとの調整を経て行われる

ことになる。こうした状況においては各パー

トナーの行動の自由度は著しく制限されるこ

とになり，様々な意思決定プロセスにおいて

妥協を迫られることになる可能性が非常に高

い。

ただし，重要情報が流出するリスクや意思

決定における自由度が制限される等の問題

は，提携当初においては大きな問題となるも

のの，提携関係の長期化に伴ってある程度解

決することができる可能性もある。それは，

戦略的提携関係が長期化するにつれて，提携

パートナーとの「相互信頼の醸成」，「円滑な

相互コミュニケーション」，「新たな提携ルー

ルの出現」といった変化が生じてくるが，こ

の結果，パートナー間における関係がより

いっそう親密なものとなり，上記の問題が生

じる可能性は低下するものと思われるからで

ある。

次に，戦略的提携を形成する目的について

であるが，戦略的提携は，様々な経営戦略上

の意図ないしは目的を実現するために形成さ

れる。一般に，戦略的提携を形成する目的に

は，「コスト上の優位性の獲得」，「他社技術能

力の補完的利用」，「他社技術との相乗効果の

期待」の３つがあ
(13)

る（図表２）。

まず，戦略的提携を形成する目的として頻

繁にあげられるものの１つは，コスト上の優

位性の獲得である。企業が単独で事業運営し

ているだけでは実現困難なコスト上の優位性

を戦略的提携の形成を通じて獲得することが

可能になる。例えば，戦略的提携を活用する

ことにより，R&Dや製造，販売等の基本的な

機能に要するコストが，各パートナーがそれ

らの機能を単独で遂行する場合よりも削減す

ることができる。今回の調査では，回答企業

全体の25.5％がコスト上の優位性を獲得す

るために，戦略的提携を形成していることが

明らかになった。

次に，新製品・新事業開発を行う際に当該

企業の欠落した技術能力を補完するために戦

略的提携を活用する場合である。このタイプ

の戦略的提携では，当該企業の保有する中核

的な技術能力をこれまで以上に有効活用しよ

うとする意図が存在する。現段階においては

当該企業の中核的な技術能力を他の事業分野

において活用しているものの，企業がより有

効な活用方法を見出した際に形成される戦略

的提携である。つまり，新製品・新事業開発

を行う上で最も重要となる技術能力はある

が，そうした技術能力を最大限に活かすこと

のできる周辺的な技術能力が欠落している場

合である。このタイプの戦略的提携を行って

いる企業は，回答企業全体の34.5％と最も多

い比率を占める結果になった。

最後に，戦略的提携を形成する目的として

あげられるのは，戦略的提携を形成するパー

トナー同士が互いに積極的にコミットし，互

いの中核的な技術能力を融合させることで新

製品・新事業開発を進める場合であり，戦略

的提携の中でも最も積極的かつ高度なタイプ

である。このタイプの戦略的提携の特性上，

互いの中核的技術能力を持ち寄るまでには，

(資料）十川他（2005a)

図表２：戦略的提携の目的（N＝110)
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パートナー間における信頼関係の醸成や良好

なコミュニケーションの促進が必要となるた

め，意図した成果を得るためにはある程度の

期間を要する場合が多い。また，提携プロセ

スにおいて重大なコンフリクトが生じること

で，提携それ自体が解消されるケースも度々

ある。今回の調査では回答企業の20.9％の企

業が，このタイプの戦略的提携に取り組んで

いるという結果が得られた。

上記の結果により，従来の企業間提携にみ

られたコスト・リスク回避型の提携関係から，

技術補完や技術開発を目的とするタイプにシ

フトしてきている傾向が読み取れる。つまり，

今日の戦略的提携は従来に比べ，より積極的

な戦略オプションとして活用されていること

を示していると考えてよいであろう。

第２章 戦略的提携の成否に影響を与

える要因

２－１ 戦略的提携の成功要因としてのリエ

ゾン～アンケート調査をもとに～

戦略的提携に関わる既存研究によれば，戦

略的提携の成功率はそれほど高くないとい
(14)

う。そのうちの多くの研究では，戦略的提携

の50％以上がその目的を達成することがで

きずに提携関係の解消にいたっているという

結果がでてい
(15)

る。本節では，アンケート調査

をもとに，戦略的提携の成功要因の１つとし

てリエゾンに注目することにした
(16)

い。リエゾ

ンに注目する理由には次の２つがある。

第１の理由として，これまでの研究では，

企業内部の協力と企業外部の協力との関係は

少なからず無視されてきたためであ
(17)

る。つま

り，既存研究では，企業内部や企業外部との

協力関係については多くの研究蓄積があるも

のの，企業内外の協力における関係性に注目

した研究は非常に少ない。第２の理由は，企

業間における提携関係の成否は，互いの人的

関係を上手く作り出すことができるかどうか

に依存していると考えるためであ
(18)

る。とりわ

け，パートナーとの学習関係においては，コ

ミュニケーションや相互信頼の起点や架け橋

にもなり得るリエゾンが担う役割は非常に大

きいといえる。上記のことを考慮するならば，

リエゾンと戦略的提携の関係について注目す

る意義はあると考える。以下では，アンケー

ト調査結果について検討することにしたい。

アンケート調査結果をもとに，戦略的提携

の目的達成度と相関があった要因をみていく

と，後に検討するようにリエゾンとの相関が

注目される。リエゾン（liaison）とは，「境界

連結単位（Boundary spanning units）」の１

つの呼称であり，「連絡係」，「連結」を意味す
(19)

る。

例えば，佐々木（1985）によれば，境界連

結単位は，「自ら所属する組織の諸制約と他組

織からの要求や要請のはざまで一定の行動を

確保しながら，自らの組織を他の諸組織に機

能的に関連づける境界連結活動を行
(20)

う」とさ

れる。この境界連結単位には，次の６つの機

能がある。それは，①資源取引機能，②情報

プロセッシング機能，③象徴的機能，④バッ

ファリング機能，⑤環境スキャニング機能，

⑥組織間調整機能であ
(21)

る。また，山倉（1993）

は，境界連結単位の役割について，「相手組織

についての情報を探索・収集・処理するとい

う役割とともに，組織を代表し，相手組織と

交渉するという役割を担
(22)

う」としている。す

なわち，境界連結単位は，組織の境界に位置

することにより，他組織との連結機能を担う

とともに，他組織の脅威から自らの組織を防

衛するといった境界維持機能も担っている。

このように考えるならば，境界連結単位は組

織間関係において，情報を収集・交換すると

いった組織間コミュニケーションの重要な担

い手であると捉えることができる。今回のア

ンケートでは，境界連結単位としてのリエゾ

ンについて，「社内外の情報の収集及び発信の

起点となる人材」として調査を行った。本調
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査におけるリエゾンの基本的な役割及び機能

については，佐々木（1985）及び山倉（1993）

が提示する境界連結単位の概念と類似するも

のとして捉えてい
(23)

る。

以下では，リエゾンと組織内要因との関係

及び戦略的提携要因との関係についてみてい

くことにす
(24)

る。こうした分析を通じて，企業

内で育成されたリエゾンが，戦略的提携にお

いてどのように貢献するかについて検討する

ことにしたい。

まず，リエゾンの役割と他の組織内要因と

の関係では，次のような相関がみられた（図

表３）。

調査結果から，リエゾンの役割を重視して

いる企業では，異部門間におけるインフォー

マルな情報交流・コミュニケーションが積極

的になされており，こうした取り組みがなさ

れている企業ではリエゾンが育成されやすい

と考えられる。この理由として考えられるの

は，普段の業務の中で，部門の壁を越えたコ

ミュニケーションやコラボレーションがなさ

れることで，異部門における「人に関わる情

報」と「資源・能力に関わる情報」を把握す

ることができるということである。つまり，

部門の壁を越えたインフォーマル・コミュニ

ケーションがなされることで，「どの部門にど

のような資源や能力があるのか」，「どの部門

にどのような能力を持った人がいるのか」と

いったことを把握することが可能になる。こ

の点について，Lyles（2001）は，「インフォー

マルなチャネルを通じて人の評判が伝わるこ

とにより，専門家を探し出すために要する時

間と努力を減らすことができ
(25)

る」と指摘する。

併せて「インフォーマル・コミュニケーショ

ンを行うことで，新たな知識を統合したり，

活用したりする際の組織の不和（misunder-

standing）を防ぐことができ
(26)

る」としている。

このように，インフォーマル・コミュニケー

ションは，異部門の情報交流や協力を促す以

外にも，個人やグループが自分の所属する組

織外の専門家を探す際に重要となるが，こう

した点がリエゾンの育成に貢献するものと考

えられる。

また，リエゾンの役割と協力規範にかかわ

る項目にも相関関係がみられた。このことは，

リエゾンの役割を重視する企業では，異なる

部門に対する協力規範が存在しており，こう

した企業内における協力規範の確立が，リエ

ゾンを育成する上でのインフラを提供してい

ると考えることができる。

ところで，Kanter（1994）によれば，「機能

組織間のコミュニケーションが良好で，幅広

く情報共有ができている企業は，社外関係も

生産的（more productive external relation-

ships）であ
(27)

る」と指摘している。これまでに

みてきたように，異なる部門間における協力

関係や良好なコミュニケーションにおいて，

中心的役割を果たすのがリエゾンである。こ

図表３：リエゾンと組織内要因との相関関係

リエゾンの役割

１．異なった部門間の情報交流や協力 職能部門：－0.224（N＝185)

事業部門：－0.305（N＝185)

２．ミドルの左右のコミュニケーション －0.254（N＝185)

３．インフォーマル・コミュニケーション －0.338（N＝185)

４．協力規範 －0.214（N＝181)

（注）相関係数は５％水準で有意，マイナスは質問が逆方向のため

（資料）十川他（2005b）
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うしたリエゾンの役割を重視する姿勢と戦略

的提携との関係については，どのように捉え

るべきであろうか。

リエゾンと戦略的提携に関わる要因との関

係をみると，「戦略的提携の積極度」，「提携目

的の実現度」，「技術力の相互提供」といった

要因と高い相関関係がみられた（図表４）。こ

のことから，リエゾンの役割を重視する企業

では，「戦略的提携に積極的であること」，「戦

略的提携の目的の実現度が高いこと」，「期待

された技術力の相互提供が実現されている」

という３つの傾向が読み取れ
(28)

る。

ここでリエゾンと戦略的提携との関係につ

いて，これまでの議論を踏まえた上で，「パー

トナーの選択」，「企業内の協力規範の確立」，

「インフォーマル・コミュニケーション」の３

点から説明することにしたい。

まず，１番目のポイントである「パートナー

選択」から検討することにしたい。企業内に

おいて社内の状況を把握したリエゾンが育成

されることで，どのような資源・能力を有す

る企業をパートナーとして選定すれば良いか

がわかる。この点について，Lei（1993）は，

戦略的提携における最も重要なステップは，

マネジャーが当該企業のコア・コンピタンス

やスキルを定義し理解することであるとてし

てい
(29)

る。リエゾンが育成されるプロセスでは，

企業内の様々な経営資源の所在やコア・コン

ピタンスの把握が可能になるだけではない。

新製品・新事業開発等の新たな取り組みを行

う上で，当該企業に欠落した経営資源を把握

する機会をも与えると理解できる。

客観的にパートナーの選定を行うことがで

きず，戦略的提携に失敗する企業が多いとす

る調査からも，社内の状況を把握したリエゾ

ンの役割は戦略的提携を進める上で非常に重

要であると考えられる。例えば，1990年から

1996年にかけて，Booz・Allen& Hamilton

社が500人以上のCEOを対象に行った調査

では，提携失敗の要因として，「誤ったパート

ナーの選択」，「過度の楽観視」，「コミットメ

ント不足」，「コミュニケーション不足」，「い

い加減な合意内容」等があげられている。こ

の中で最もスコアが高かった要因が，「誤った

パートナーの選択」であっ
(30)

た。

次に，「企業内の協力規範の確立」について

である。既述したように，異部門に対する協

力規範を示すアンケート項目とリエゾンとの

間に相関関係がみられたが（図表１），このこ

とはリエゾンの育成が企業内の協力規範の確

立と関係があることを示している。さらに注

目すべきことは，企業内における協力規範が

企業外部との協力関係を形成する上でも重要

であるという点である。例えば，Hillebrand

& Biemans（2004）の指摘によれば，境界担

当者（boundary persons）を通じた企業内の

協力関係と企業外の協力関係との間には関連

性があると指摘している。より具体的に示す

ならば，彼等は，企業内において強い協力規

範（strong cooperative norm）を有している

企業は，外部企業との関係においても企業内

同様に協力的な行動をとるであろうと仮定し

図表４：リエゾンと戦略的提携要因との相関関係

リエゾンの役割

５．戦略的提携の積極度 0.396（N＝185)

６．提携目的の実現度 0.288（N＝183)

７．期待された技術力の相互提供 －0.210（N＝182)

（注）相関係数は５％水準で有意，マイナスは質問が逆方向のため

（資料）十川他（2005b）
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てい
(31)

る。この点については，アンケート調査

結果においても，企業内の協力規範の調査項

目と戦略的提携の実現度との間に高い相関関

係がみられた（図表５）。

この調査結果から，企業内で異なった部門

間の情報交流や協力が積極的になされたり，

これらを促進するためにインフォーマル・コ

ミュニケーションが積極的に活用されること

で，企業内に強い協力規範が確立される。企

業内に強い協力規範が確立されることで，企

業内だけではなく外部企業との協力関係にお

いても，同様の規範に基づいて行動するリエ

ゾンが育成される。このように強い協力規範

を有する企業内で育成されたリエゾンの協力

的行動から，パートナーとの密なコミュニ

ケーションによる相互学習がスムーズに行わ

れ，戦略的提携の目的実現可能性も高くなる

ものと考えることができる。

最後に，３番目のポイントとしての「イン

フォーマル・コミュニケーション」について

は，以下のように捉えることができる。まず

は，Spekman et al（2000）が，次のような

興味深い指摘をしてい
(32)

る。

非公式的インターフェースは，アライアン

スを継続させる接着剤（glue）である。これら

のインターフェースは人的コミットメントや

信頼を強化し，人的情報やコンタクトの機会

を提供し，管理者が組織の異なるレベルで

様々な仕事を成し遂げることを可能にする非

公式ネットワークの発展を助長する。

Spekman et al（2000）の指摘にもあるよ

うに，非公式インターフェースによるイン

フォーマル・コミュニケーションは，戦略的

提携を継続させる上で重要な要因として理解

できる。インフォーマル・コミュニケーショ

ンは，戦略的提携に参加したメンバーの様々

なレベルで行われる。しかしながら，こうし

たインフォーマル・コミュニケーションは，

鍵となる人間の存在に大きく依存するといえ

る。なぜなら，フォーマル，インフォーマル

を問わず，異なる企業間におけるコミュニ

ケーションは，まずは各パートナーの「連結

役」または「接着剤」としてのリエゾンが起

点になると考えられるからである。各パート

ナーのリエゾン間のコミュニケーションを通

じて，徐々にパートナー間の関係性が拡大し，

組織内の様々な階層における多様なつながり

が構築される。このようなコミュニケーショ

ンの起点としてのリエゾンの存在があるから

こそ，提携パートナーとのコラボレーション

が促進され，提携目的も達成されやすくなる

と考えることができ
(33)

る。

これまでリエゾンと戦略的提携との関係に

ついて，「パートナーの選択」，「企業内の協力

規範の確立」，「インフォーマル・コミュニケー

ション」の３点から説明してきた。ただし，

今回のアンケート調査によるだけでは，戦略

的提携におけるリエゾンの貢献については推

測の域をでるものではなく，あくまで仮説の

提示を試みたに過ぎない点に留意する必要が

ある。しかしながら，既存研究ではリエゾン

と戦略的提携にかかわる関係性について検討

した研究がごく限られていることを考えれ

ば，今回提示した仮説はそれなりの意義があ

るものと考える。今後は提示した仮説をもと

に，より詳細なアンケート調査及びインタ

図表５：提携目的の実現度と協力規範との相関関係

協力規範

提携目的の実現度 －0.351（N＝181)

（注）相関係数は５％水準で有意，マイナスは質問が逆方向のため

（資料）十川他（2005b）
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ビュー調査から仮説の検証を試みる必要があ

ろう。

２－２ リエゾンとしての提携マネジャー

～その機能と役割～

これまでの議論では，リエゾンと戦略的提

携との関係について検討してきた。本節では，

リエゾンとしての提携マネジャーの機能と役

割について，Child and Faulkner（1998）及

びSpekman et al（1998）の研究を取り上げ

て検討することにしたい。本節で提携マネ

ジャーの機能と役割を明らかにすることで，

次節でなされる提携マネジャーの育成の問題

を検討する上での一助にすることが目的であ

る。

Child and Faulkner（1998）は，企業内の

全般的マネジャーと提携マネジャーの機能と

役割の比較から検討してい
(34)

る。まず，全般的

マネジャーの役割には，次の４つがあるとす

る。それは，①意思決定者（decision-maker），

②内的統合者（internal integrator），③外的

統合者（external integrator），④情報管理者

（information manager）であ
(35)

る。それぞれの

役割は，以下のとおりである。

①意思決定者：資源配分，イノベーション，

交渉，混乱の鎮静化

②内的統合者：部下の動機づけ，組織横断的

チームの立ち上げ

③外的統合者：対外的なの顔，組織間の連結

役

④情報管理者：モニタリング，情報普及，ス

ポークスマン

当然ながら，これらの役割は通常の全般的

マネジャーに限られるものではなく，提携マ

ネジャーにも求められるものである。しかし

ながら，Child and Faulkner（1998）によれ

ば，提携マネジャーの場合，２つないしはそ

れ以上のパートナーと関わっていたり，異な

る組織から参加するスタッフとの間に効果的

な協働状況を作り出したりしなければならな

いため，上記の役割以外に２つの要件が加わ

るという。１つ目の要件は，「多様な主体から

の要求や期待への対処」である。この場合，

パートナーや本社だけではなく，現地の政府

やコミュニティー組織等からの要求もあるこ

とから，提携マネジャーは様々な要求や期待

を考慮する必要があ
(36)

る。２つ目は「文化的異

質性への対処」についての要件である。ここ

で文化的異質性は，企業文化の異質性だけで

はなく，クロス・ボーダー型提携の場合は国

の文化の異質性等も含まれる。構造，オペレー

ション，文化の点でパートナーと異なれば異

なるほど，提携マネジャーが直面する試練も

多くなるといえる。

Spekman et al（1998）は，提携マネジャー

の役割を入り組んでいて複雑なものであると

しながらも，戦略的提携のライフ・サイクル

に基づいて，その役割を７つあげてい
(37)

る。ま

ず，戦略的提携の初期の段階では，提携マネ

ジャーの役割として，戦略的スポンサー

（Strategic sponsor）やビジョナリー（Vision-

ary）の役割が求められる。この役割は，主に

会社の将来の方向性やミッションを設定する

シニア・マネジャーにより演じられる。さら

に，提携に必要な人材を社内で集めたり，提

携のビジョンをコンスタントに提示したりす

る唱道者（Advocate）の役割もある。次いで，

提携関係が進展し，調整活動が重要になって

くると，ネットワーカー（Networker）や促

進者（Facilitator）としての役割が求められ

るだけではなく，提携活動においてコンフリ

クトが生じた場合は，調停者（Mediator）と

しての役割も求められる。最後に，提携マネ

ジャーは提携それ自体に責任を持ち，提携の

目的や目標の達成を請け負うマネジャー

（Manager）でもある。このように，Spekman
 

et al（1998）の研究では，提携マネジャーの

役割は，常に固定されたものとして理解され
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るのではなく，提携のライフ・サイクルに応

じて変化するものとされる。より具体的な提

携マネジャーのモデルとして，プロジェク

ト・リーダーやチーム・リーダー，Kotter

（1999）が提示するリーダーシップ・モデ
(38)

ルや

学習する組織のマネジャーにみられる特性等

が想定されている。

上記の提携マネジャーの役割にもあるよう

に，提携マネジャーは様々な役割を担う存在

である。Child and Faulkner（1998）や Spek-

man et al（1998）の研究にみた提携マネ

ジャーの役割は，これまでに検討してきたリ

エゾンの役割や機能とさほど変わるものでは

ない。また，Child and Faulkner（1998）の

指摘にもあるように，提携マネジャーには，

「多様な主体からの要求や期待への対処」や

「文化的異質性への対処」が求められる。この

点こそが，リエゾンとしての提携マネジャー

と通常のマネジャーとの相違であると考える

ことができる。この点を明確にすることは，

提携マネジャーの育成の問題を取り扱う上で

も意義があると考える。つまり，こうした点

を明確にすることで，提携マネジャーの育成

と通常のマネジャーの育成とがどのような点

で異なるのかを把握することができる。

以下では，上記の提携マネジャーの役割と

機能を踏まえた上で，提携マネジャーが育成

されるプロセスにおけるポイントを提示して

検討することにしたい。

第３章 提携マネジャーの育成プロセ

スと今後の研究課題

３－１ 提携マネジャー育成に関わる基本的

要因

前節では，提携マネジャーの機能と役割に

ついて検討した。戦略的提携を重要な戦略オ

プションとして認識し，提携マネジャーの役

割に期待している企業では，提携において必

要とされる知識をマネジャーに身につけさせ

ようと企業内におけるプログラムに投資して

い
(39)

る。ただし，これまでに検討してきたよう

に，提携マネジャーが育成されるプロセスを

考えるにあたっては，様々な問題を考慮しな

ければならない。この点に配慮するならば，

提携マネジャーの育成は，１つのモデルに

よって完全に説明したり，具体的に説明した

りすることは非常に難しいといえる。なぜな

ら，それぞれの戦略的提携は，提携を形成す

る企業が属する業界の特性，パートナー間に

おける企業文化の相違，提携に参加するチー

ムのメンバーや提携マネジャーの個人的特性

や資質等に大きく影響されると考えられるた

めである。また，この点こそが提携マネジャー

の育成に関わる既存研究が少ない理由として

考えられる。しかしながら，提携マネジャー

の育成プロセスを考えるにあたって，その基

本的要因を提示し，検討することには意義が

あるものと考える。つまり，個別企業の事情

にあった完全な育成プロセスを解明すること

は困難であるものの，その基本的要因を把握

し，提携マネジャーの育成プロセスを明らか

にすることは重要な取り組みであろうと考え

る。

以下，これまでの議論を踏まえ，提携マネ

ジャーの育成プロセスに関わるモデルの構築

に際して考慮すべき基本的要因について検討

することにしたい。

①企業内の自発的な調整プロセス

１つの方策として，Galbraith（2002）によ

る「横断的プロセス」を生み出すことを企業

内で実践することである。この点は，企業内

における普段の業務の中でリエゾンとしての

提携マネジャーの行動を学習する上で非常に

有効であり，先の仮説のすべてに関わるプロ

セスでもある。

Galbraith（2002）によれば，横断的プロセ

スとは，「さまざまな組織単位の枠を超えて横

断的に展開されている諸活動を調整するため
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の情報と意思決定プロセ
(40)

ス」と定義される。

横断的プロセスの１つである「自発的調整プ

ロセス（自発的，インフォーマル・グループ）」

を生み出す方策には，「部門間の人材ローテー

ション」，「部門間の共同イベント（訓練コー

ス，合同会議）」，「同じオフィスで働く経験」，

「鏡に写したように類似する（ミラーイメー

ジ）部門」，「リウォードと測定とをリンクさ

せるシステム」があ
(41)

る。こうした企業内の取

り組みは，有能な人材の開発に結びつくだけ

ではなく，新たなものをいかに学習するかに

ついての機会を参加メンバーに与えるため，

新たな環境に対して適応性の高い有能な提携

マネジャーの育成に貢献するであろう。また，

このプロセスは，先の企業内における協力規

範の確立にもつながるため，外部企業との提

携関係において企業内同様に協力的行動をと

る姿勢を学習することにつながるものと考え

る。

上記の取り組みによって，Child and Faul-

kner（1998）の議論にある「内的統合者」の

育成やSpekman et al（1996，2000）の唱道

者（Advocate），ネットワーカー（Networ-

ker），促進者（Facilitator）の育成につなが

るものと考えることができる。

②ベスト・プラクティスの蓄積と共有・活用

戦略的提携の経験がある企業は，それがな

い企業よりも戦略的提携を活用することで成

功する確率は高い。例えば，経験を積んだ企

業は経験のない企業より高いROI（投資利益

率）を達成してい
(42)

る。この点を考慮する企業

は，戦略的提携に関わるベスト・プラクティ

スの導入を進めている。社内外から提携に関

わるベスト・プラクティスを積極的に蓄積し，

提携マネジャーの育成に活用する。具体的に

は，提携に参加したマネジャーからのインタ

ビュー記録を社内で蓄積し，成功要因をまと

めあげることやそれらを提携に参加しようと

するマネジャーに対して，ケーススタディー

として提供することである。しかしながら，

ベスト・プラクティスを社内で共有・活用す

るには，形式的なルールをマネジャーに学習

させるだけでは不十分である。例えば，Har-

bison and Pekar（1998）によれば，ベスト・

プラクティスを社内で広げるためには，系統

だったアプローチと伝播ルートが必要であ

り，「電子ネットワークの活用」，「定期的啓蒙

の場の確立」，「知識の蓄積部署」等が戦略的

提携に成功している企業でよく観察されると

い
(43)

う。特に，戦略的提携に関する知識の蓄積

部署は，提携に参加しようとするマネジャー

に対して，提携のノウハウや助言を与えてい

る。また，Kale et al（2001）は，ノウハウを

伝播させる上で，対面的コミュニケーション

の重要性を指摘してい
(44)

る。対面的コミュニ

ケーションによって，将来の提携をより効果

的にマネジメントするための‘洞察やアイデ

ア’の創造が促進されるとする。

上記のように，ベスト・プラクティスの活

用による提携マネジャーの育成には，あらゆ

る手段を活用した学習システムの構築が必要

不可欠である。とりわけ，重要となるのが，

対面的コミュニケーションによってベスト・

プラクティスを伝播することと，様々な伝播

手段を活用して継続的に学習させることであ

るといえる。

③提携パートナーとの知識の共有化

学習を重視する戦略的提携では，提携に参

加する主体に学習能力があることが重要であ

る。例えば，Child（2003）によれば，学習を

促進する上で重要となる１つの要因として，

事前経験の有無を指摘してい
(45)

る。ここで事前

経験とは，「これまでに提携を形成し，管理し

た経験があるかどうか」，「これまでに同じ

パートナーとコラボレートした経験があるか

どうか」の２つがあるとする。Child（2003）

の指摘にあるように，パートナー間の学習を

促進する上では，これらの事前経験があるこ
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とが望ましいであろう。しかしながら，現実

問題として，こうした事前経験のある企業同

士が常にパートナーとしてコラボレートする

とは限らない。したがって，パートナーとの

コミュニケーションを効果的に進め，組織間

学習の成果を高めるためには，提携パート

ナーと事前に知識の共有化を進めることが必

要となる。なぜなら，学習は累積的であり，

学習成果は学習の対象が既知のものと関連が

ある時に最も大きくなるためであ
(46)

る。もしも，

パートナーにとって新たな知識が全く未知の

ものである時，学習能力は著しく制限される。

このため，事前に提携パートナーと提携に関

連する知識やバックグラウンドとなる知識に

ついて，提携マネジャーが共有可能な機会を

設ける必要がある。さらに，こうした知識を

提携に参加するメンバーそれぞれが理解でき

る形式に翻訳し，参加メンバー全員に伝える

役割を担うことができる必要がある。

④文化，風習，言語に対する理解

企業のグローバル化が進む中では，異なる

文化，風習，言語に対する理解が，パートナー

とのコミュニケーションをすすめる上で必要

不可欠となってい
(47)

る。当然ながら，このこと

は，提携マネジャーには，グローバル・マネ

ジャーと同様の機能や役割が求められること

を意味している。提携マネジャーは，異なる

文化を受け入れたり，異なる文化に対して敏

感であることが必要であ
(48)

る。この意味で，コ

ミュニケーション障壁を生み出したり，相互

の信頼の醸成を阻害したりする言語的，文化

的距離をいかに埋めるかといった役割が提携

マネジャーに求められる。より具体的には，

パートナーとの交渉や提携体内の従業員の動

機づけ，リーダーシップの発揮等の活動が上

手くいくかどうかは，異なる文化に属するマ

ネジャーや従業員と上手くコミュニケーショ

ンを図ることができるかどうかにかかってい

る。この点について，Pucik（1995）は，戦略

的提携の成功は，リーダーシップのマルチ・

カルチャルな観点によって特徴づけられると

指摘す
(49)

る。繰り返しになるが，戦略的提携で

は，パートナー間のコミュニケーションと互

いの信頼関係の醸成が重要になる。コミュニ

ケーションなくして，パートナー間の信頼関

係の醸成は不可能である。したがって，パー

トナー間の信頼関係の構築には，マルチ・カ

ルチャルな観点を持つと同時に，クロス・カ

ルチャルな理解と対応が不可欠である。しか

しながら，国際的なパートナーシップに参加

する多くのマネジャーとスタッフは，十分な

知的能力（言語能力やパートナーの有する文

化について精通すること）を有していない場

合が多
(50)

い。経験を通じて提携にかかわる知的

能力を身に着けることが最善な方法であるも

のの，すべてのマネジャーが提携に参加した

経験を有しているとは限らない。この意味で

は，Cullen et al（2000）が指摘するように，

企業は異文化トレーニングに対して積極的に

投資する必要性があるだろ
(51)

う。この点に関連

して，Buckley et al（2002）よれば，従業員

の海外赴任や異なる文化に触れる機会の提供

を含む，異なる地域へのスタッフ・ローテー

ションが重要であるとしてい
(52)

る。結果として，

こうした取り組みを通じて，言語能力のスキ

ルアップだけではなく，異なる文化に属する

パートナーや顧客の観点から思考する能力を

育成することができる。

⑤コンフリクト解消のスキルの獲得

先の要因とも関連するが，クロス・ボーダー

型戦略的提携の場合，異国間における文化や

風習の相違によるパートナー間におけるコン

フリクトが生じることが少なくない。国の文

化による相違は，単なる誤解のレベルから，

よりいっそう基本的な価値観におけるコンフ

リクトのレベルにいたるまで，協力の障害に

なり得
(53)

る。コンフリクトが生じる原因として

は，異国間における文化や風習の相違による
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ものだけではなく，経営慣習の相違から生じ

る場合もあ
(54)

る。とりわけ，こうしたコンフリ

クトは，戦略的提携の初期段階で生じるケー

スが非常に多い。コンフリクトが生じること

で提携関係が不安定となり，パートナー間に

おける学習が困難になる。最悪の場合，提携

関係の解消につながる可能性もある。コンフ

リクトの解消には，提携体の親会社間による

調整だけではなく，現場におけるパートナー

とのリエゾン役を担う提携マネジャーによる

調整が必要不可欠となる。理想的な提携マネ

ジャーは，文化の相違によるコンフリクトを

解消するだけではなく，文化の相違を上手く

マネジメントすることで，パートナー間学習

をより実りあるものにする。Child and Faul-

kner（1998）は，文化を「試練」としてだけ

でなく「資源」としてとらえた上で，文化の

多様性が，各パートナーの文化に包含された

能力や知識を活用するための機会を創造する

としてい
(55)

る。このように，コンフリクトの原

因となる文化の多様性をうまく管理し，統合

する役割を担うのが提携マネジャーである。

戦略的提携におけるコンフリクトの問題を解

決する上で，Lin& Germain（1998）は妥協

や威圧，法律によるよりも，問題解決による

コンフリクト解消の効果を指摘してい
(56)

る。彼

等によれば，問題解決によるコンフリクトの

解消とは，「物事をオープンに議論し，両パー

トナーの必要性を満足させる解決策を探るこ
(57)

と」であるとしている。この意味では，パー

トナーとオープンかつ率直に議論を行う能力

や交渉力の育成が必要となる。このためには，

先の議論と同様に異文化トレーニングへの重

点的な投資が必要不可欠となる。

最後に，提携において生じるコンフリクト

は，文化や風習の相違によるものだけではな

い。提携マネジャー自身もパートナーや提携

体内の従業員の要求等，様々なステークホル

ダーの要求に対処しなければならないが，そ

うした要求から生じる役割コンフリクトや役

割曖昧性等への対応も看過できない点として

考慮する必要があ
(58)

る。

これまでにみてきたように，「企業内の自発

的な調整プロセス」は，ネットワーカーとし

ての提携マネジャーの育成につながるだけで

はなく，企業内の資源や能力の欠落を把握す

る機会にもなる。「ベスト・プラクティスの蓄

積と共有・活用」を通じて，提携に必要なあ

らゆるノウハウの学習機会を与えることがで

きる。また，事前の「提携パートナーとの知

識の共有化」によって，提携体におけるコミュ

ニケーションや学習がよりスムーズに進める

ことができるだけではなく，パートナー間に

おける協力規範の確立のきっかけとなるかも

しれない。また，近年，活発化しつつあるク

ロス・ボーダー型戦略的提携を考慮するなら

ば，上記３つの要因によるだけでは不十分で

あり，「文化，風習，言語に対する理解」と「コ

ンフリクト解消のスキルの獲得」についても

考慮する必要がある。これらの要因は，先の

Child and Faulkner（1998）の指摘をより具

体的に捉えたものであるが，これら２つの要

因は，戦略的提携を実行しているかどうかに

関わらず，グローバルな企業活動を行う多く

の企業が考慮すべき要因でもある。すなわち，

いずれも国際経営において強調されるグロー

バル・マネジャーの育成の問題とも深く関

わっているといえる。

ここで重要な課題となるのは，提携マネ

ジャーが育成されるプロセスにおいて，これ

らの要因をいかに組み込み，体系的に捉える

ことができるかという点であろう。少なくと

も，上記の要因は，企業内に関わる要因や企

業外に関わる要因，または，日頃の企業活動

を通じて獲得され得る要因や意図的な企業の

施策としての要因等，様々な要因が混在して

いる状況にあり，整理されているとはいえな

い。この意味では，以下の課題とも関連する

が，育成プロセスを考えるにあたっては，包
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括的な整理・検討が必要となるであろう。

３－２ 今後の研究課題

本稿では，近年活発化する戦略的提携にお

いて重要な要因としてリエゾンの役割に注目

した。とりわけ，リエゾンと組織内要因およ

び戦略的提携要因との関係に注目し，３つの

仮説を提示した。さらに，この点を踏まえて

提携マネジャーの機能と役割及びその育成の

問題について検討してきたが，提携マネ

ジャーの育成の問題に関しては，考慮すべき

基本的要因を提示するにとどめ，育成プロセ

スに関わるメカニズムについては，より具体

的な議論までは踏み込まなかった。今後は，

本稿で提示した要因をもとに，提携マネ

ジャーの育成に関わるプロセス・モデルを構

築することが大きな課題になる。

また，既述したように，現時点における提

携マネジャーに関わる研究は非常に少ない。

これらの研究内容をみるかぎりでは，非常に

漠然としたものであり，抽象的な議論に終始

している感がある。本稿でも提携マネジャー

に関わる研究のスタート地点にある研究であ

ることからも，既存の研究同様に，抽象的な

議論から脱皮することができていない状況で

ある。今後，提携マネジャーの機能と役割に

ついて更なる研究を進めると同時に，提携マ

ネジャーの育成プロセスに関わるモデル構築

に向けてアンケート調査やインタビュー調査

等を積極的に取り入れることで，将来的には

精緻なプロセス・モデルの構築を目指すこと

にしたい。

［注］

⑴ 戦略的提携の理論的側面については，以下の

文献を参照のこと。Child and Faulkner

（1998），Faulkner（1995），Kogut（1988），

今野（1999）等を参照のこと。

⑵ Porter,M.E.and Fuller,M.B.［1986］,p.

322.（邦訳，p.301）

⑶ Porter,M.E.and Fuller,M.B.［1986］,p.

315.（邦訳，p.290）

⑷ 今野［2002］，p.72.

⑸ 十川他（2005a）．これは，慶應義塾大学経済

学研究科経済学専攻，商学研究科商学専攻，

商学研究科経営学・会計学専攻による『市場

の質に関する理論形成とパネル実証分析―

構造的経済政策の構築にむけて― 』「文部科

学省21世紀COEプログラム（平成15年採

択）」の経営・会計班の中間報告書である。

⑹ 十川他［2005a］，p.195.

⑺ Kanter（1994）では，「business alliances」

とされるが，本稿では「戦略的提携」に読み

かえた。この点については以下を参照のこと。

Kanter,R.M.［1994］,p.97.

⑻ Pucik,V.［1995］,p.39.

⑼ この点については，今野（1999）を参照のこ

と。

⑽ この点については，今野（2004）を参照のこ

と。今野（2004）では，「創造」と「獲得」の

マネジメントのうち「獲得」のマネジメント

について検討している。

本節は，十川他（2005a）において，筆者が担

当した箇所の一部を加筆・修正したものであ

る。詳しくは，十川他［2005a］，pp.97-99．を

参照のこと。この調査は，全上場（一部，二

部，地方）及び店頭公開の製造企業1713社に

送付し，200社（回収率11.68％）から回答を

得た結果である。

質問項目については，資料の①を参照のこと。

質問項目については，資料の②を参照のこと。

Bleeke and Ernst（1991）の調査では，当時

の時価総額ベースでみたときの，日・米・欧

各々の計150社の関与する提携のうち49社

を対象に調査が行われた。この調査によれば，

提携実施後２年間に約３分の２の企業が，経

営上もしくは財務上の難問に直面するが，多

くの場合はそうした問題を克服している。し

かしながら，49社のうちで双方のパートナー

にとって提携を結んだことが成功であったと

回答した企業は51％であり，双方にとって失

敗したと回答した企業は全体の33％であっ

たという。さらに，Das&Bing-Sheng Teng

（2000）の研究においても，戦略的提携が失敗

または不安定な状況に陥った企業の比率は

30～50％であったという。これらの点につい

て詳しくは，次の文献を参照のこと。Bleeke,

J.and Ernst,D.［1991］,p.127.及びDas,T.

K.,Bing-Sheng Teng.［2000］,p.78.

戦略的提携の失敗・解消の要因には，複雑性
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の増加，自律性の喪失，情報の非対称性等，

様々なものがある。Mohr, J., Spekman, R.

［1994］,p.135.

COEのアンケートでは，リエゾンの質問項目

はあったが，他の組織的な要因については調

査していない。そこで，十川他（2005b）をも

とに，他の組織要因との関係を検討していく

中で，戦略的提携とリエゾンとの関係を考察

することにしたい。この調査は，一部及び二

部に上場している企業1306社にアンケート

用紙を発送し，233社（回収率17.84％）から

回答結果を得ることができた。

Hillebrand,B., Biemans,W. G.［2004］, p.

110.

Hillebrand&Biemans（2004）は，新製品

開発（New Product Development:NPD）

の観点から，企業内協力（マーケティングや

製造，製品開発，デザイン等）と企業外協力

（顧客，サプライヤー，研究所，競争業者，流

通業者）との関係性を研究している。

企業境界を超えた個人のコミュニケーショ

ン・パスが，組織学習において重要な要因で

あるとする研究は非常に多い。この点につい

ては，Dodgson,D.［1993］を参照のこと。

例えば，その他の境界連結単位の呼称には，

ゲートキーパー（Utterback,J.M.），調整者

（Child,J.），対境担当者（Aiken,M.&Hage,

J.）などがある。

佐々木［1985］，p.193.

これらの６つの機能は，Aldrich & Herker

（1977），Adams（1980），Whetten&Aldrich

（1979），Miles（1980）等の研究をもとに分類

整理したものである。それぞれの具体的な内

容については次のとおりである。①資源取引

機能（原材料，資金，人材などをインプット

環境から獲得し，新たな製品・サービスをア

ウトプット環境に提供する機能），②情報プロ

セッシング機能（他の組織や一般的環境から

の情報を機会，制約条件，不確定要因などの

基準によって解釈したり，解釈した情報を組

織内意思決定者に伝送する機能），③象徴的機

能（外部代表機能とも呼ばれるもので，組織

の顔としての機能），④バッファリング機能

（外部環境からの脅威や影響力を和らげ，組織

の構造や効率的運営を保持する機能），⑤環境

スキャニング機能（外部環境情報の探索や収

集に関する機能），⑥組織間調整機能（２つ以

上のシステム間を連結し，調整する機能）。詳

しくは，以下の文献を参照のこと。佐々木

［1985］，pp.197-201.

山倉［1993］，p.76．ただし，山倉（1993）で

は，本稿における「境界連結単位」を「対境

担当者」と記述している。

回答企業の半数以上の企業が，戦略的提携に

おけるリエゾンの役割を重視する傾向がみら

れた（スコア１と２の合計：52.4％，n＝

185）。

質問項目については，資料の③～⑦を参照の

こと。

Lyles,M.A.［2001］,p.690.

Lyles,M.A.［2001］,p.690.

Kanter,R.M.［1994］,p.107.（邦訳：p.35.）

質問項目については，資料の⑧～⑩を参照の

こと。

Lei,D.［1993］,p.37.

この点については，Freidheim（1998）の研究

を参照のこと。

ただし，この点について彼等は明確な答えを

用意しているわけではない。ここで規範（組

織規範）とは，「組織内の行動を導く行動ルー

ル」を指す。また，協力規範（strong coopera-

tive norm）は，「柔軟性，団結や結束，情報

交換」といった規範からなっているとしてい

る。Hillebrand,B.,Biemans,W.G.［2004］,

p.112.

Spekman,R.E.,Forbes,T.M.,Isabella,L.

A.,Macavoy,T.C.［1998］,p.759.

人的関係がない場合，リエゾン（境界連結単

位）間の相互作用は，社会的プロセスという

よりも経済的なものとなる。この場合，モラ

ル・ハザードが生じることで長期間にわたる

経済的取引を維持することは困難となる。こ

の点については，Luo（2001）を参照のこと。

Child, J. and Faulkner, D.［1998］, pp.166-

172.

Child, J. and Faulkner, D.［1998］, pp.168-

169.

例えば，提携マネジャーは，両パートナーの

親会社，提携体の従業員等の様々なステーク

ホルダー間の利害を調整しなければならな

い。当然ながら，提携マネジャーがこれらの

利害調整をうまく行うことができない場合，

コンフリクトが生じる。Shenkar and Zeira

（1992）は，役割コンフリクト（role conflict）

と役割曖昧性（role ambiguity）の概念によ

り，こうした提携マネジャーの状況を分析し

ている。詳しくは，Shenkar, O., Zeira, Y.

［1992］を参照のこと。
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Spekman,R.E.,Forbes,T.M.,Isabella,L.

A.,Macavoy,T.C.［1998］,p.764.

Kotter（1999）によれば，以下の「リーダー

シップ機能」と「マネジメント機能」の両方

が重要とされる。リーダーシップ機能は，①

方向を設定し，②人材をある方向に向けて整

列させ，③動機付けを行なう機能である。マ

ネジメント機能は，①計画立案と予算設定，

②組織化と人材配置，③コントロールと問題

解決機能を行なう機能である。この点につい

て詳しくは，以下を参照のこと。Kotter,J.P.

［1999］,pp.51-73.（邦訳，pp.47-77．）

例えば，モトローラ大学では文化面における

意識向上及びアライアンス・トレーニングに

関するコースが複数用意されている。こうし

た具体的事例については，Freidheim（1998）

の研究を参照のこと。

Galbraith,J.R.［2002］,p.38.（邦訳，p.45．）

ただし，「横断的プロセス」には５つのタイプ

がある。それらはマネジメントの時間と困難

度が低い順に，「自発的，インフォーマル・グ

ループ」，「eコーディネーション（CAD/

CAM，ERP，CRM）」，「公式的グループ（チー

ムやタスク・フォース）」，「インテグレーター

（統括責任者）」，「マトリックス組織」である。

ここでは，最もコストが低い「自発的，イン

フォーマル・グループ」に注目する。

Galbraith,J.R.［2002］,pp.48-52.（邦訳，pp.

56-62．）

Harbison,J.R.and Pekar Jr,P.［1998］,p.

136.（邦訳，p.178．）

Harbison,J.R.and Pekar Jr,P.［1998］,pp.

142-145.（邦訳，pp.185-190．）

Kale,P.,Dyer,J.,Singh,H.［2001］,p.466.

Child,J.［2003］,p.669.

Cohen,W.M.& Levinthal,D.A.［1990］,p.

131.Cohen& Levinthal（1990）は，吸収能

力（Absorptive Capacity）の観点から論じて

いるが，この議論は本稿でも十分に適用可能

であろう。特に，吸収能力のための事前知識

には，基本的なスキルや共通言語も含んでい

るが，近年の科学的・技術的発展に関わる知

識をも含んでいるとしている。戦略的提携と

吸収能力の議論については，今野喜文［2004］

を参照のこと。

Luo（2001）によれば，「パートナー企業間の

文化的距離が，国際的ジョイント・ベンチャー

における内的不確実性の有力なフォームであ

る」としている（Luo,Y.［2001］,p.183.）。

Buckley,P. J., Glaister,K.W.,Husan,R.

［2002］,p.127.

Pucik,V.［1995］,p.44.

Pucik,V.［1988］,p.85.

Cullen, J. B., Johnson, J. L., Sakano, T.

［2000］,pp.237-239.

Buckley,P. J., Glaister,K.W.,Husan,R.

［2002］,p.130.

Child,J.and Faulkner,D.［1998］,p.233.

Child and Faulkner（1998）は，日本，アメ

リカ，ドイツ，フランス，イギリスにおける

経営慣習の相違を明らかにしている。文化や

風習のみならず，これらの経営慣習の相違も

また，クロス・ボーダー型戦略的提携では，

試練であると同時に学習の機会を提供すると

している。

Child,J.and Faulkner,D.［1998］,p.242.

彼等は，コンフリクト解決戦略が戦略的提携

のパフォーマンスに大きな影響を与えるとし

ている。また，コンフリクト解決戦略には，

「妥協」「威圧」，「法律」，「問題解決」がある。

詳しくは，以下を参照のこと。Lin,X., Ger-

main,R.［1998］,p.183.

Lin,X.,Germain,R.［1998］,p.181.

境界連結単位としての提携マネジャーは，「対

外組織からの影響力を調整し，交渉において

合意にこぎつけなければならないと同時に，

組織内部でも自らの所属する下位単位の合意

をとりつけなければならない。こうした対外

的調整と対内的調整が利害関心の相違によっ

て相互に対立することから，境界連結単位の

役割コンフリクトや緊張が生じることにな

る。そして，こうしたコンフリクトや緊張を

解決し解消しようとすることが，新たなコン

フリクトや緊張の発生の原因となる（佐々木

［1985］，p.199．）」。
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資料

１．十川他（2005a）において本稿で活用した質問項目は以下のとおり

①戦略的提携にどの程度取り組んでいますか。

非常に積極的である １―２―３―４―５―６ 積極的ではない ７ 戦略的提携は行って

いない ▶

「Ｅ－16」へお進み下さい。

②現在取り組んでいる代表的な戦略的提携の目的はどこにありますか。下記の項目から最も重視するも

のを１つ選び，該当番号に直接○印をおつけください。

１ 既存製品の製造コスト削減のために他社の技術能力を利用

２ 他社の技術能力の補完的利用による新製品・新事業開発

３ 他社の技術能力との相乗効果による第３の技術・製品の開発

２．十川他（2005b）において本稿で活用した質問項目は以下のとおり

③トップは戦略的提携を進めるうえで，社内外の情報の収集及び発信の起点となる人材の育成にどの程

度心がけていますか。

大いに心がけている １―２―３―４―５―６ あまり心がけていない

注）本質問項目は，「リエゾン」にかかわる項目として扱っている。

④新事業・新製品開発を行う際，異なった部門間の情報交流や協力は，どの程度なされていますか。職

能部門間と事業部門・カンパニー間のそれぞれについてお答えください。

１）職能部門 部門固有の方向で仕事を進めている １―２―３―４―５―６

情報交流・協力が頻繁に行なわれている

２）事業部門・カンパニー間 部門固有の方向で仕事を進めている １―２―３―４―５―６

情報交流・協力が頻繁に行なわれている

⑤ミドルは日常的に上下のコミュニケーションや，ミドル同士の左右のコミュニケーションを自ら積極

的に働きかけていますか。

１）上下 自ら働きかけようとしない １―２―３―４―５―６ 積極的に働きかけている

２）左右 自ら働きかけようとしない １―２―３―４―５―６ 積極的に働きかけている

⑥異部門間の情報交流や協力を促すために，インフォーマル・コミュニケーションがどの程度活用され

ていますか。

ほとんど活用されていない １―２―３―４―５―６ 頻繁に活用されている

⑦自部門内で解決困難な問題に直面した場合，他の部門の人に気軽に相談したり，アドバイスを受けた

りすることができますか。

ほとんどできない １―２―３―４―５―６ 容易にできる

注）本質問項目は，「協力規範」にかかわる項目として扱っている。

⑧戦略的提携にどの程度取り組んでいますか。

非常に積極的である １―２―３―４―５―６ 積極的ではない ７ 戦略的提携は行って

いない

注)本項目は①と重複しているが，十川他（2005a）では，扱われなかった組織内要因との相関に一貫

性を持たせるために，十川他（2005b）の本項目を採用した。

⑨上で選ばれた戦略的提携の目的が，どの程度実現されていますか。

所期の目的がほぼ実現できている １―２―３―４―５―６ 期待はずれの状態である

⑩戦略的提携のパートナーとの関係について，下記の事柄はそれぞれどの程度実現されていますか。

１)期待された技術力の相互提供 あまり実現されていない １―２―３―４―５―６

十分実現されている

２)困ったときの気軽な助け合い あまり実現されていない １―２―３―４―５―６

十分実現されている
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［Abstract］

The Role of an Alliance Manager
 

and the Training Process:Elucidating the Training Process
 

of an Alliance Manager as Liaison

 

Yoshifumi KONNO
 

The formation of strategic alliances between firms is becoming an increasingly common
 

way for firms to find and maintain competitive advantages. Strategic Alliance is one type
 

of cooperative strategy. While there are numerous studies on cooperation, they mainly
 

focus on cooperation between business functions within an organization or on cooperation
 

between organizations. Yet the relationship between internal and external cooperation has
 

received only scarce attention. Particularly,studies focused on the relationship between an
 

liaison and strategic alliance are lacking. The purpose of this article is to explore and
 

examine the relationship between an alliance manager as liaison and strategic alliance based
 

on a questionnaire. In so doing,this examination shows the role of an alliance manager as
 

liaison and identifies important factors in the training process of an alliance manager.

Key words:Strategic Alliance,Liaison,Alliance Manager
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